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選択的流通制度における正当化事由
























































































































































































































































































































































































































































Dior 社に付与された権利は SIL 社が商品を市場に置いた時点で消尽する
ということであった。それに対し、Dior 社は応訴を行い、控訴裁判所は











































































































































































































































































































































































































































































































 （7）　European Commission “Commission Notice Guidelines on Vertical 
Restraints” （2010） OJ C130/1。以下の（）は内容が記述されているパラグ
ラフを意味する。 
 （8）　ただし、垂直的協定および協調行為に関する 101条3項の適用に関す
る 規 則（Commission Regulation （EU） No330/210 of 20 April 2010 on the 
application of Article 101（3） of the Treaty on the Functioning of the 
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 （13）　上記 ECR2009年Ⅰ3421頁。該当箇所は 33段。 
 （14）　司法裁判所1980年12月11日判決・ECR1980年3775頁。 




















 （17）　Helen Norman “Perfume, whisky and leaping cats of prey: a U.K. 
perspective on three recent trade mark cases before European Court of 







みならず quality products にも本件の結論が妥当するとも指摘している。 
 （19）　この点について、公取委は否定的な見解を示している。「『流通・取引慣
行に関する独占禁止法上の指針』の一部改正（案）に対する意見の結果及び
それに対する考え方」（平成27年3月30日）128番。しかし、資生堂東京販
売事件最高裁判決、花王事件最高裁判決の考え方から、販売方法の制限と
して正当化されうると指摘するものとして、上記帰山・有働105頁。 
 （20）　最高裁平成10年12月18日判決・民集52巻9号1866頁。 
 （21）　最高裁平成10年12月18日判決・判時1644号14頁。 
 （22）　拙稿「拘束条件付取引と事業上の必要性・合理性」国士舘法学43号201
頁（2010年）。 
